
平成 29年度 長崎外国語大学 公的研究費不正防止計画 

 

平成 29年 2月 28日 制定 

 

 長崎外国語大学では、公的研究費の適正な管理・運営のために、「研究機関における公的

研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）」（平成 19 年 2 月 15 日（平成 26 年 2 月

18 日改正）文部科学大臣決定）に基づき、以下のとおり不正発生の要因を把握し、公的研

究費不正防止計画を定める。 

 

項  目 手 続 等 不正の発生する要因 対応する不正防止計画 

 

（1） 

期間内の責任

体制の明確化 

責任の明確化 ・責任者の交代により、後任者

が責任と権限を十分に認識でき

ていない場合がある。 

・時の経過とともに責任意識が

低下する。 

・責任者の交代時においては、十分な引

継を行うとともに、担当部署による説明

を行う。 

・責任体系を本学 HP上で学内外に公表

し、研修等を通じて意識向上に努める。 

 

 

（2） 

適正な運営・

管理の基盤と

なる環境整備 

ルールの明確

化・統一化 

・研究費の使用（執行）ルール

や業務フローが文書化されてい

ない。 

・ガイドラインに基づき先行機関の執行

ルールを参考とし、本学に適した詳細な

研究費執行規程を策定し、学内外に周知

する。 

関係者の意識

向上 

・競争的資金が公的研究費であ

るという意識が希薄である。 

・コンプライアンスに対する関

係者の意識が希薄である。 

・策定した研究費執行規程を学内で配布

し、説明会を実施する。 

・構成員に対し、行動規範の周知徹底を

図り、コンプライアンス意識の向上を図

る。 

（3） 

研究費の適正

な運営・管理

活動① 

発注納品検収

体制の向上 

・10万円未満の発注に対して、

2 社以上の見積もり意識が希薄

である。 

・発注時の見積対応を周知徹底する。（50

万円以上の発注は 3 社以上が必要、10

万円以上 50万円未満の発注は 2社以上

が必要、10 万円未満の発注は前掲を極

力準用） 

 

（3） 

研究費の適正

な運営・管理

活動② 

謝金等の実態

把握 

・謝金等支払に係る勤務管理に

ついて、事前説明が不十分であ

り、牽制効果が及んでいないと

不正使用が発生しやすい。 

・支払は事前申請を原則とし、研究協力

者には業務内容・支払金額を事前に説明

の上、了解を得る。 

・勤務状況は、業務管理表や成果物の提

出により把握、確認する。 

・謝金等支払後、必ず協力者の署名した

領収書を提出させる。 



旅費の事実確

認 

・国内外の出張旅費について、

事前・事後の事実確認が不十分

であり、牽制効果が及んでいな

いと不正使用が発生しやすい。 

・旅費について、公務出張届の事前提出

を周知徹底する。 

・証憑類、出張報告書等関係書類の迅速

な提出を周知徹底する。 

 

 

（4） 

情報発信・共

有化の推進 

周知効果の向

上 

・本学 HP 上の情報発信・共有

状態は HOME＞大学案内＞公

的研究費の管理・監査体制 

・情報発信、情報共有化が十分

に行われない場合、誤った理解

に基づくルールの運用がなされ

る恐れがある。 

・研究者や事務職員を対象とした研修会

や説明会により、情報共有や意見交換を

行う。 

通報体制の向

上 

・不正使用に関する通報（告発・

相談）窓口及び通報者の保護体

制の周知が不徹底 

・ガイドラインに基づき刷新した公的研

究費の管理（責任）体制図を本学 HP上

で学内外に公表し、周知徹底を図る。 

 

（5） 

モニタリング

体制 

実効性あるモ

ニタリングの

実施 

・実効性のあるモニタリングが

不十分である。 

・内部監査人は公的研究費の不正使用に

関してリスクアプローチ監査を実施す

る。 

・内部監査人は、監事・会計監査人と連

携して、効果的な監査実施を図り、内部

監査規程に基づき、内部監査結果を最高

管理責任者へ報告書として回付する。 

 

 

※ 平成 29年度 長崎外国語大学における公的研究費不正防止スケジュール 

 

（時期） （項目） 

H29.3  ・本防止計画を本学ホームページ上にて公開 

H29.10 ・研究倫理研修・コンプライアンス研修の実施 

H29.11 ・公的研究費不正使用防止教育責任者は、研究費の執行状況について問題がある

研究者に対して聞取り調査、場合によっては研究計画の見直しの検討実施。 

H30.2~ ・内部監査の実施（証憑等の確認） 

H30.3 ・内部監査の実施（購入物品の現物確認） 

 ・内部監査の状況を最高管理責任者（学長）へ報告 

 ・平成 29年度の研究不正防止計画の実施状況を最高管理責任者（学長）へ報告 

 ・平成 30年度の研究不正防止計画の策定 

以上 


